
   令和４年度神奈川県流域下水道事業決算書

①
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補 正

予 算 額

25,255,329,000

増 減 額

円 円

0

合 計

円

法第24条第３

25,778,011,000

小　　　計

713,800,0000

円

26,962,541,000

0

予 算 額

円

△211,140,000

円

25,961,935,000

0

0 0

27,173,681,000

497,946,000

円

0

0

円

00

△183,924,000

△27,216,000

713,800,000 0

(1) 収益的収入及び支出

予 算 額

収 入

第１款

区 分

予 算 額

補 正 流 用

る支出額

予備

項の規定によ
予 算 額

当 初

出額

費支

地方公営企業

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

0

0

0第３項

第１項

第１款

第１項

地方公営企業法第
24条第３項の規定
による支出額に係
る財源充当額

円

25,466,469,000

第２項

流域下水道事業費用

営 業 外 費 用 0

営 業 費 用

予 算

区 分

支 出

第２項

円

470,730,000

予 備 費

令 和 ４ 年 度 神 奈 川 県 流 域

11,328,107,000

14,138,362,000

0

1,206,311,000

△1,417,451,000

0

12,534,418,000

12,720,911,000

0

△211,140,000

当 初

流域下水道事業収益

0

0

第３項
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 仮払金

1,948円） 仮払金

(うち、消費税及び地方消費税

17,864,000

△11,911,789

地方公営企業

（うち、消費税及び地方消費税預り金

る繰越額

12,708,999,211

89,569,986

円

法第26条第２

額

円

2,309,593,029

0

円

△415,041,479

地方公営企業

法第26条第２

下 水 道 事 業 決 算 報 告 書　 

不 用 額 備 考

(うち、消費税及び地方消費税

24,670,811,971

（うち、消費税及び地方消費税預り金12,041,718,324

備 考

1,092,081,505円)

543,564円)

0円)

る繰越額

713,800,000

決算額の増減

24,840,287,521

89,569,986

1,498,389,681

項の規定によ

（うち、消費税及び地方消費税預り金

△492,699,676

決 算 額

予算額に比べ

0

円

97,403,348

0

0

373,326,652

0

17,864,000

1,067,846,979円）

0

円 円

24,297,485,319

713,800,000

合 計

円

26,980,405,000

25,795,875,000

470,730,000

決 算 額

0

項の規定によ
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0

円

0

0

01,287,439,000

730,000,000

0

円

2,324,397,478

1,594,397,478第３項

負 担 金

△196,000,000

第２項

1,279,000,000

629,796,000

3,189,718,000

△196,687,000

65,196,000

△642,734,000

第４項

当 初

第１項 企 業 債

資 本 的 収 入第１款

(2) 資本的収入及び支出

収 入

△970,225,000

円

予 算 額

6,385,953,000

区 分

円円

予 算

額に係る財源充当額

条の規定による繰越

地方公営企業法第26

0

流用 地方公営企業法
第26条の規定に
よる繰越額

継続
費逓
次繰
越額

小 計
予 算 額

2,546,984,000

694,992,000

1,083,000,000

5,415,728,000

1,090,752,000

補 正

予 算 額
小 計

7,555,889,000

2,244,873,000

円

00

円

0

0

0

3,749,293,448

5,311,016,000

0

円

3,749,293,448

2,244,873,000

0

区 分

0

補 正 予備

費支

出額

円 円

支 出

第５項

予 算 額

雑 収 入

当 初

円

0

予 算 額

0

6,346,353,000

0

資本的収入額が資本的支出額に不足する額（翌年度繰越額に係る財源充当額1,344,344,312円を除く）
資金1,939,733,581円及び繰越工事資金1,433,921,132円で補塡した。

他会計補助金

国庫補助金

増減

額

△1,035,337,0008,591,226,000

△1,035,337,000

第１款

第１項

資 本 的 支 出

企業債償還金

建設改良費

第２項
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円円

0

36,458,5627,835,976,220

9,060,309,448 0

3,432,747,666

3,432,747,666

0

02,244,872,571

11,305,182,448

(うち、消費税及び地方消費税
　仮払金　468,436,856円）

円

5,591,103,649

円 円円

3,432,747,666

3,432,747,666

備 考

翌　 年　 度　 繰　 越　 額

決 算 額

36,458,133

翌年度繰越額に係る財源充当額
770,307,315円

地方公営企業法
第26条の規定に
よる繰越額

継続
費逓
次繰
越額

合 計
不 用 額

（うち、消費税及び地方消費税
　預り金　99,159,236円）

△1,319,143,191

102,821,259 翌年度繰越額に係る財源充当額
24,115,263円

円円

5,777,844,4807,740,125,478

0

2,822,238,2874,141,381,478

1,090,752,000

40,934

1,067,000,000

797,813,259

1,090,752,000 0

40,934

△1,962,280,998

△746,000,000

694,992,000

1,813,000,000

円

0

0

0

0

額

円

予算額に比べ

決算額の増減合 計
決 算 額

0

合 計

0

継 続 費 逓
次 繰 越 額
に 係 る 財
源 充 当 額

42902,244,873,000

備 考

翌年度繰越額に係る財源充当額
21,000,000円、翌年度繰越額に
係る財源充当額（未収分）
746,000,000円

3,402,476,052円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額28,821,339円、当年度分損益勘定留保

翌年度繰越額に係る財源充当額
528,921,734円、翌年度繰越額
に係る財源充当額（未収分）
1,319,143,191円
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                    　　円                     　　円                 　円

１

(1) 10,473,745,112 

(2) 475,891,707 10,949,636,819 

２

(1) 169,646,989 

(2) 10,805,263,621 

(3) 12,104,911,650 

(4) 149,816,080 23,229,638,340 

△ 12,280,001,521 

３

(1) 2,331,219,639 

(2) 31,715 

(3) 10,314,994,149 

(4) 11,125,919 12,657,371,422 

４

(1) 366,229,604 

(2) 4,194,297 

(3) 6,946,000 377,369,901 

0 

0 

0 

0 当年度未処分利益剰余金

前年度繰越利益剰余金

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

一 般 会 計 繰 出 金

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 損 失

管 渠 、 ポ ン プ 場
及 び 処 理 場 費

経 常 利 益

12,280,001,521 

営 業 外 収 益

減 価 償 却 費

営 業 利 益

資 産 減 耗 費

他 会 計 補 助 金

受 取 利 息

令和４年度神奈川県流域下水道事業損益計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）

当 年 度 純 利 益

科　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　    額

営 業 収 益

営 業 費 用

市 町 負 担 金

市 町 負 担 精 算 金

職 員 費
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資本金

他 会 計 補 助 金 国 庫 補 助 金 市町建設負担金 受贈財産評価額
資 本 剰 余 金
合 計

10,847,834,339 1,468,843,606 10,173,179,258 3,624,905,445 76,892,059 15,343,820,368

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

10,847,834,339 1,468,843,606 10,173,179,258 3,624,905,445 76,892,059 15,343,820,368

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

10,847,834,339 1,468,843,606 10,173,179,258 3,624,905,445 76,892,059 15,343,820,368

注　△表記は、減少、損失又は欠損を示す。

当 年 度 末 残 高

当 年 度 純 利 益

当 年 度 変 動 額

処 分 後 残 高

議 会 の 議 決
に よ る 処 分 額

前 年 度 末 残 高

前 年 度 処 分 額

　　（ 令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 か ら　　

令　和　４　年　度　神　奈　川　県　流　域　下　水　道　事　業　

         　　　　　　剰　　　　　　　　　　　　　　　　　余

資　　本　　剰　　余　　金
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   令 和 ５ 年 ３ 月 31 日 ま で ）　　 （単位：円）

未 処 分 利 益
剰 余 金

利 益 剰 余 金
合 計

0 0 26,191,654,707

0 0 0

0 0 0

0 0 26,191,654,707

0 0 0

0 0 0

0 0 26,191,654,707

　　剰　余　金　計　算　書

　　　　　　　　　　　　金

資本合計利　　益　　剰　　余　　金
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令和４年度神奈川県流域下水道事業剰余金処分計算書

（単位：円）

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

10,847,834,339 15,343,820,368 0 

0 0 0 

処分後残高 10,847,834,339 15,343,820,368 0 

注　△表記は、減少、損失又は欠損を示す。

当年度末残高

議会の議決による処分額
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令和４年度神奈川県流域下水道事業貸借対照表

（令和５年３月31日）

　　　　　　　　  円 　　　　　　　　  円 　　　　　　　　  円 　　　　　　　　  円

１

 (1)

ア 18,632,094,827 

イ 29,652,013,441 

3,922,532,720 25,729,480,721 

ウ 118,155,642,679 

18,478,674,802 99,676,967,877 

エ 59,213,637,643 

16,010,579,751 43,203,057,892 

オ 8,277,833 

2,905,872 5,371,961 

カ 58,436,719 

21,622,958 36,813,761 

キ 9,811,933,754 

197,095,720,793 

197,095,720,793 

２

 (1) 5,622,822,043 

 (2) 1,901,716,461 

 (3) 901,437,373 

8,425,975,877 

205,521,696,670 

前 払 金

流 動 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

流 動 資 産

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

工具、器具及び備品

金　　　　　　　　　　　　　    額

有 形 固 定 資 産

土 地

減 価 償 却 累 計 額

科　　　　　　目

車 両 運 搬 具

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

機 械 及 び 装 置

資 産 の 部

固 定 資 産

資 産 合 計
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　　　　　　　　  円 　　　　　　　　  円 　　　　　　　　  円 　　　　　　　　  円

３

 (1) 20,497,873,251 

 (2)

ア 22,965,089 

22,965,089 

 (3) 1,582,530,839 

22,103,369,179 

４

 (1) 2,171,130,214 

 (2) 3,772,180,666 

 (3)

ア 51,598,181 

51,598,181 

 (4) 1,541,355,751 

7,536,264,812 

５

 (1)

ア 27,114,974,271 

4,600,122,867 22,514,851,404 

イ 113,493,823,519 

20,766,468,390 92,727,355,129 

ウ 40,322,816,813 

6,631,155,548 33,691,661,265 

エ 912,177,172 

155,707,713 756,469,459 

オ 70,715 

0 70,715 

149,690,407,972 

149,690,407,972 

179,330,041,963 

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

長 期 前 受 金

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

そ の 他 収 入

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

金　　　　　　　　　　　　　    額

繰 延 収 益

流 動 負 債 合 計

引 当 金

固 定 負 債 合 計

そ の 他 流 動 負 債

負 債 の 部

固 定 負 債

企 業 債

引 当 金 合 計

科　　　　　　目

負 債 合 計

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

国 庫 補 助 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

市 町 建 設 負 担 金

退 職 給 付 引 当 金

その他固定負債

流 動 負 債

未 払 金

企 業 債
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　　　　　　　　  円 　　　　　　　　  円 　　　　　　　　  円 　　　　　　　　円

６

 (1) 10,847,834,339 

10,847,834,339 

７

 (1)

1,468,843,606 

10,173,179,258 

3,624,905,445 

76,892,059 

15,343,820,368 

15,343,820,368 

26,191,654,707 

205,521,696,670 

資 本 金

剰 余 金

ア

科　　　　　　目

資 本 剰 余 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

ウ

資 本 の 部

資 本 金

エ

資 本 金 合 計

国 庫 補 助 金

市 町 建 設 負 担 金

他 会 計 補 助 金

金　　　　　　　　　　　　　    額

イ
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令和４年度神奈川県流域下水道事業注記表

Ⅰ　重要な会計方針

　1　 固定資産の減価償却の方法

 (1)　有形固定資産

　　・減価償却の方法あああああああああああああああああああああああああああああああああああああ

　　　　定額法による。ああああああああああああああああああああああああああああああああああああ

　　・主な耐用年数ああああああああああああああああああああああああああああああああああああああ

　　　　建物　　　　　　　　８年～50年あああああああああああああああああああああああああああ

　　　　構築物　　　　　　　10年～50年あああああああああああああああああああああああああああ

　　　　機械及び装置　　　　４年～50年ああああああああああああああああああああああああああああ

　　　　車両運搬具　　　　　２年～６年ああああああああああああああああああああああああああああ

　　　　工具、器具及び備品　２年～20年ああああああああああああああああああああああああああああ

　2　 引当金の計上方法

 (1)　退職給付引当金

　　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末の退職手当の要支給額に相当する額を計上している。

 (2)　賞与引当金

　　職員の期末・勤勉手当及び当該手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見

　込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から３月までの４ヶ月分）を計上している。あああああ

　3　 消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。あああああああああああああああああああああ

Ⅱ　貸借対照表関連

　1　 企業債の償還に係る一般会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（当年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも

含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は22,095,594,374円である。

Ⅲ　セグメント情報の開示

　流域下水道事業では、当該事業のみ実施しており、事業全体を１つのセグメントとして区分している

ため、記載を省略している。あああああああああああああああああああああああああああああああ

Ⅳ　リース契約により使用する固定資産

　1　 リース取引の処理方法

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

を行っている。あああああああああああああああああああああああ

Ⅴ　その他の注記

　1　 引当金の取崩し

 (1)　賞与引当金の取崩し

　　令和４年６月に、令和３年12月分から令和４年３月分の賞与を支給するため、賞与引当金45,859,217

　円を取り崩した。
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